




時期 所属 担当業務等
1992年4月 NTT入社・LSI研究所 化合物半導体研究開発
2001年4月 子会社メーカー出向 通信用IC商品化
2004年4月 NTT東日本環境対策室 環境経営推進・CSR経営推進

子会社ベンチャー経営管理2005年 CSR推進室兼務
2006年7月 NTT環境エネルギー研究所 環境・エネルギー経営推進及び研究開発
2015年4月 NTTネットワーク基盤技術研究所 次世代NW検討・環境エネルギー政策調査
2018年7月 NTT情報ネットワーク総合研究所 情報システム構築・運用
2020年3月 中小企業診断士（独立） 中小企業基盤整備機構アドバイザー等

• 2004年からNTT東日本の環境・CSR推進業務に携わり、その後、環境・エネルギーの経営推進、
研究開発、政策調査を行ってきた。なお、キャリアの前半は半導体の研究開発。

• 環境・エネルギー・CSRに関する環境経営推進や研究開発・政策調査の経験を基にカーボン
ニュートラルを考えている。

• 2018年3月30日より中小企業診断士

プレイングマネージャー
として、環境・エネル
ギーに係る現場、経営推
進、研究開発を経験



カーボンニュートラル

• 脱炭素社会への移行は、循環経済への移行や自然再興の取組と相互に関係しており、それぞれの
取組間でトレードオフを回避しつつ、相乗効果が出るよう統合的に推進することにより、持続可
能性を巡る社会課題の解決と経済成長の同時実現を図る（「GXを支える地域・くらしの脱炭素
～今後10年を見据えた取組の方向性について～」）

→資源循環、自然保護、持続可能性
「GX」⇒ほとんど「カーボンニュートラル」、少し「資源循環」
※「気候変動対策（地球温暖化対策）」から「カーボンニュートラル」になったイメージ



• 気候変動対策 緩和策

• カーボンニュートラル

• デフレ脱却に向けた経済成長戦略

地球

社会生活 経済活動

• GHG排出
• 資源乱開発
• 環境汚染

• 空気・水・気候
• 天然資源
• 生態系サービス

影響
• 地球温暖化
• 資源枯渇
• 生態系破壊



グラフの出典：IPCC AR6 SPM 日本語訳（気象庁）より

シミュレーションの精度向上
により原因を断定可能に

生態系が
適応困難な変化速度



■さくらの開花日の経年変化（1953～2022年：左図）と、かえでの紅葉日の経年変化（同：右図）
• 黒の実線は平年差、青の実線は平年差の5年移動平均値、赤の直線は変化傾向（トレンド）
• さくらの開花 日は早く、かえでの紅（黄 ）葉日は遅くなっている

気象庁（2023年5月）：「 気候変動監視レポート2022」p74



IPCC AR6 WG1 SPM p28より

累積排出量

気温上昇

累積排出量の限界



https://www.ipcc.ch/



参考：環境省 IPCC 「1.5℃特別報告書」の概要

現象 1.5℃地球温暖化 2.0℃地球温暖化

洪水 洪水による影響を受ける人口が 100% 増加
（1976 ～ 2005年基準）

洪水による影響を受ける人口が 170% 増加
（1976 ～ 2005年基準）

海面水位 世界平均海面水位の上昇は、2100 年までに
0.26 ～ 0.77m の範囲（ 1986 ～ 2005 年基準）

1.5℃に対して0.1 m（0.04 ～ 0.16 m）高い
⇒関連するリスクに曝される人が最大 1,000 万人増加

生物種の地理
的範囲の喪失

昆虫の6% 、植物の8%及び脊椎動物の4%が半
分以上を喪失

昆虫の18%、植物の16%及び脊椎動物の8%が半分以
上を喪失

北極海の海氷 約100年に1 度の可能性で夏に消失 約10年に1度の可能性で夏に消失
サンゴ礁 70～90%が減少（H） 99%以上が消失（VH）
海洋漁業 世界全体の年間漁獲量が約150万トン損失 世界全体の年間漁獲量が300万トンを超える損失



IPCC AR6 WGI SPM p13

P1～P4は、シミュレーションの前
提となる代表的な世界の取組・活
動等のシナリオを示しています

オーバーシュートしないまたは限られた
オーバーシュートを伴って1.5℃に地球
温暖化を抑える経路、及び高いオーバー
シュートを伴う経路において、CO2排出
量は2050年頃に世界全体で正味ゼロに削
減する必要がある。

（年）

世界全体のCO2正味排出量
10億tCO2/年

正味ゼロ排出

最終的に1.5℃以内に地球温暖化を抑える経路

2050年頃に世界全体で正味ゼロに削減することが必要

■科学的なCO2排出量のシナリオ別シミュレーション



SBTの4.2%削減の根拠（2050年に向
けて20～30年でゼロにする傾き）

CNでも1.5℃を超える

2050年現在

全世界の
年間排出量

残存する排出量は大気から
のCO2除去で相殺する





時期 気候変動関連イベント 他のイベント 備考

1988 気候変動に関する政府間のパネル（IPCC）設立

1992
リオで国連環境開発会議（地球サミット）：リ
オ宣言採択

世界で気候変動に対する問題意識が
高まる

1997
第3回気候変動枠組条約締結国会議（COP3、地
球温暖化防止京都会議）：京都議定書採択

2008～2012年でGHG排出量を5%削減
（全体、1990年比）

2000 国連ミレニアムサミット→MDGs

2005 京都議定書発効（2/16） ロシアの批准により発効
2013～
2014

IPCC AR5 WGI～III：温暖化はほぼ人為起源 GHG排出量が実質ゼロでないと2℃目
標不可。達成経路も重要

2015 COP21（12月）：パリ協定採択 国連持続可能な開発サミット（9月）：「持続
可能な開発のための2030アジェンダ」→SDGs

2℃目標設定。1.5℃目標へ言及（パリ
協定）

2018 IPCC「1.5℃特別報告書」 目標が2℃と1.5℃ではリスクが大きく
違う

2020 菅前総理のカーボンニュートラル宣言 国内の気候変動対策意識が一変

2021
IPCC AR6 WGI：温暖化は人為起源と断定
第26回国連気候変動枠組み条約締結国会議
（COP26）：実質1.5℃目標

ノーベル物理学賞「大気と海洋を結合した物質
の循環モデル」眞鍋淑郎

ヨーロッパで気候変動対策が加速
（EV移行、火力発電廃止等）

-5%位削減

世界はカーボンニュートラル

日本のカーボンニュートラル

環
境
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
キ
ャ
リ
ア



■企業がCNに対応すべき理由

適応策

緩和策

＜
社
会
コ
ス
ト

←こちらも不可避となってきた

→1.5℃目標のためには、人間活動のカーボンニュートラルが必須対策の検討



気候変動対策（地球温暖化対策）

緩和策

適応策

人為起源温室効果ガス（GHG）排出ゼロ
• CO2だけでなく、CH4、フロン系ガス、N2Oといったガスも人為起源排出をゼロにする。

カーボンニュートラル
•本来は「人為起源CO2排出量を正味ゼロ」にすること
•日本では「温室効果ガス（Green House Gas）の排出を全体としてゼ
ロ」にすること
排出量削減
省エネ
• エネルギーからの

CO2排出量削減

大気CO2の除去
• 植林等
• CCS・CCUS等
• DAC等

カーボンフリー（脱炭素）
• CO2を出さないこと
• 再エネ等
• 限定的に「走行時カーボンフリー」
（EV）などと使うこともある

ジオエンジ
ニアリング

CH4、フロン
系ガス、
N2O等排量
出削減／大
気から除去
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日本の温室効果ガス排出量

←基準年（2013）

←▲46%（2030）



出典・参考：第1回 カーボンニュートラルの実現に向けたカーボン・クレジットの適切な
活用のための環境整備に関する検討会 資料5「カーボン･クレジットに係る論点」

・省エネ＋再エネ
・技術革新

化石エネルギー等

85%程度

←工業プロセス、
廃棄物由来



GX実現に向けた基本方針

• 中小企業の省エネ支援の強化：省エネ補助金

成長志向型カーボンプ
ライシング構想

• サプライチェーン全体（中小企業）の取組促進：事業再構築補助金、中小企業支援機関の人材育成
• 中小企業のGX：CN実現の対応策を知る・自社の排出量等を把握する・排出量等を削減する（取組段階に応じた支援）、
サプライチェーンの脱炭素化の推進、中小企業等の取組をサポートする支援機関の人材育成 や支援体制の強化、サプ
ライチェーンで連携した取組支援や情報発信の強化、グリーン製品市場の創出などを推進

前提として、GX（とDX）をデフレ脱却に向けた成長
戦略と位置づけているところがポイント



小規模事業者・個人

中小企業

政策・大企業

経済社会システム全体 GX

グリーン化

カーボンニュート
ラル

省エネ/電化/再エ
ネ

資源循環

資源回収（3R）/

節水（水資源）

生態系保全

ペーパーレス、植
林（森林資源）

産業構造変化

適応策
（BCP）

気候変動対策

行動変容/ライ
フスタイル

• 「中小企業に対してGX経営に向けたガイドラインの作成の動き」がある→キーワードを想定して盛り込んでおくなど
• カーボンニュートラル周辺キーワード：脱炭素（省エネ、電化、再エネ、オフセット）、TCFD、ライフスタイル・行動変容（価値観の変化）、技術開発

具
体
化
・
細
分
化

SDGsの
階層

想定される対象 階層構造



自社のカーボンニュートラル
• Scope1、Scope2のカーボンニュートラル化
• RE100、SBT等の取得
• TCFDへの対応

サプライチェーンのカーボンニュートラル
• サプライヤーへ算定から削減、認証取得の要求
• 大和ハウス工業、第一三共、ホンダ、積水ハウス、日
立製作所、イオン、武田薬品工業等

製品・サービスのカーボンニュートラル
1.事業活動・サービス提供：自社のカーボンニュートラル
2.生産・販売時 ：サプライチェーンのカーボンニュートラル
3.製品使用・廃棄時 ：技術の転換
エンジン→電気モーター、ガス炉→電気炉、ストーブ・ボイラー→空調機・
ヒートポンプ、ガスコンロ→HI調理器



企業名 業種 概要

大和ハウス工業 建設業 • 2025年までに、主要サプライヤーとパリ協定に沿った温室効果ガス削減目標を共有
• 2030年までに、主要サプライヤーによる温室効果ガス削減目標の達成を目指す

第一三共 医薬品 • 主要サプライヤーの90%に削減目標を設定させる

ホンダ 自動車 • 主要サプライヤーに二酸化炭素排出量を2019年度比で年4%ずつ減らし2050年に実質
ゼロを要請

積水ハウス 建設業 • 主要サプライヤーにおけるSBT目標設定率を2030年に80%にする

日立製作所 電気
• 2021年度よりサプライヤーに排出削減の計画策定を要請開始。
• 同年7月、環境配慮の調達に関するガイドラインを改定し、取引総額の約7割を占め
る800社と中長期計画作りに着手

イオン 小売り • 購入した製品・サービスによる排出量の80%に相当するサプライヤーに、SBT目標を
設定させる

武田薬品工業 医薬品 • 購入した製品・サービス、資本財、輸送・配送（上流）による排出量の80%に相当
するサプライヤーに、SBT目標を設定させる



■投融資の与信材料（リスクヘッジ項目）
投融資先のリスク例：座礁資産の保有、産業構造変化へ未対応、原材料・生産プロ

セスのコスト上昇、CSRから不買運動等

■具体的行動
投融資先判断材料：ESG投融資、インパクトファイナンス（発展版ESG投融資）
融資条件 ：金利優遇
投融資先への要求：排出量算定、エンゲージメント（脱炭素化への働きかけ）、

ダイベストメント（投資撤退）

■その他
与信根拠として、適応策やBCPも視野に入る



■P/L

損失：取引継続リスク、異常気象・気候変動による事業継続リスク
利益：上記の他社リスクを助ける新規事業、資源循環関連、「脱炭素ライフスタイルへの転換」関連新規事業、など

資産 負債
[流動]
〇×資金調達条件、〇ESG投融資、×ダイベストメント（投
資引き上げ）→現金等
〇×保有有価証券の価値変動

×GHG排出量（負債化）
〇×資金調達条件
〇ESG融資

[固定]
<有形>
×座礁資産の発生（化石エネルギー利用設備の減損処理）
×異常気象・気候変動による資産被災リスク
〇遊休資産の有効利用（再エネ導入、山林有効活用等）
<無形>
〇排出枠／排出クレジット
〇×企業ブランド棄損リスク・向上チャンス

純資産
〇ESG投資
×ダイベストメント（投資引き上げ）



自社（Scope1+Scope2）のカーボンニュートラル（※）

■対象
全ての事業者

■取り組み
自社の排出量の見える化（排出量算
定）と自社の排出量削減

サプライチェーン（Scope1+Scope2+Scope3）のカーボンニュートラル

■対象
消費者に提供する商品を企画・設計
する事業者：サプライチェーン全体
への影響力

商社・流通・小売など：扱う商品の
消費者購入へに影響力

■取り組み
排出量算定から現状を把握
製品・サービスの企画・設計へ反映

世の中のカーボンニュートラルへ適応

■対象
製品・サービスが「化石資源」利
用・使用に関わる事業者

■取り組み
事業戦略を見直し、社会システム・
産業構造の変化、技術革新に対応

※神奈川県 2021年年度 事業活動 省エネルギー対策セミナー「カーボンニュートラルに向けた地域での脱炭素経営」（環境省）p23



環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック」p20より（http://www.env.go.jp/earth/SMEs_handbook.pdf）

http://www.env.go.jp/earth/SMEs_handbook.pdf


⇒ CO2排出量の削減 ＝ 活動量の削減 × GHG排出源単位の改善

参考：環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック－温室効果ガス削減目標を達成するために－Ver .1.1」p47

GHG
排出量

エネルギー使用量の削減
＝省エネ、生産性向上など

単位エネルギー当りのCO2排出量の削減
＝エネルギー転換、再エネ調達など

• 概ねコストDOWN • GHGゼロには不可避、現状は概ねコストUP



2. 排出実態の把握
3. 削減目標の設定/削減対策の検討/削減計画の策定

参考：「温室効果ガス排出削減の見直しに向けた基礎的な技術情報（ファクトリスト）等のとりまとめについて」、「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック」（環境省）

温室効果ガス排出量の把握と目標設定

長期的なエネルギー転換の方針の検討

短中期的な省エネ対策の洗い出し

再生可能エネルギー電気の調達手段の検討

削減対策の精査と計画へのとりまとめ



チャンスを活かす
• 資金調達条件優遇・ESG投融資利用
• 他社リスク軽減事業：自社の経験を活かす
• 資源循環：資源を有効利用しカーボンニュートラルへ
• 脱炭素ライフサイクル転換へ対応：新しい価値観・ビジネス基準に適応

他人事でないリスク
• コスト上昇：カーボンプライシグ等のCO2排出の内部経済化等
• 取引停止：サプライチェーンのカーボンニュートラル化等
• 事業衰退：製品・サービスのニーズ消滅
• 企業ブランド棄損：環境正義やSDGsの考え方
• 異常気象・気候変動による事業中断：BCPの不備



■算定の対象となる活動量の範囲

■範囲全体の把握

図の出典：「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン (ver.2.4) 」I-9の
「図 4-1 サプライチェーン排出量におけるScope1、Scope2 及びScope3 のイメージ」より抜粋



https://www.env.go.jp/earth/ondanka/supply_chain/gvc/files/tools/Supply-chain_A3.pdf

Scope1：事業者自らによる温室効果ガスの直接排出（燃料の燃焼、工業プロセス）
Scope2：他社から供給された電気、熱・蒸気の使用に伴う間接排出
Scope3：Scope1、Scope2以外の間接排出(事業者の活動に関連する他社の排出)

現実的には、殆どのカテゴリーで、
この境界線上のやり取り（活動量）
を把握して、算定することになる

• 排出源単位として、金額
ベースが現実的

• 取り組みを踏まえると、
重量ベースなど削減目標
に応じた排出源単位の選
択も必要



GHG排出量 ＝ 活動量 ×（活動量に対応した）GHG排出源単位

環境省「中小規模事業者のための脱炭素経営ハンドブック－温室効果ガス削減目標を達成するために－Ver .1.1」p47より

GHG
排出量



P1～P4は、シミュレーションの前
提となる代表的な世界の取組・活
動等のシナリオを示しています

オーバーシュートしないまたは限られた
オーバーシュートを伴って1.5℃に地球
温暖化を抑える経路、及び高いオーバー
シュートを伴う経路において、CO2排出
量は2050年頃に世界全体で正味ゼロに削
減する必要がある。

（年）

世界全体のCO2正味排出量
10億tCO2/年

正味ゼロ排出
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GHG排出量 前年度比削減率

基準年比4.2%削減率

カーボンニュートラルとは、削
減率が目標ではなく、ゼロにす
ることが目標

基準年比削減率（▲4.2%等）で
GHG排出量を毎年削減

前年度比削減率で見ると急激に
（ lim

𝑥𝑥→+0
1
𝑥𝑥
で）増加する

その年を基準にGHG削減に取り
組んでいては（フォアキャス
ティングでは）行き詰まる！

基準年

• 基準年をどこにするかは、削減量の観点からは誤差となる
• GHG排出量の把握出来る直近年等が好ましい



キーワード 内容

やめる
（止める）

各工程・設備において不要なものを無く
す。不要な・過剰なサービスは止める。

とめる
（停める）

運搬を停止する。動きを停める

さげる
（下げる）

負荷を下げる。条件を下げる。動きを下
げる。量を下げる。

なおす
（直す）

修正・修繕。不具合箇所を直す。適正条
件に直す。設定条件・設備を改善する。

ひろう
（拾う）

捨てているエネルギー・熱を回収・利用
する。

かえる
（変える）

熱源を変える。工程を変える。方式を変
える。高効率機器に変える。

対応タイプ 内容

省
エ
ネ

運用改善
• 既存のプロセスライン、設備、システムを適切に運
転・維持・管理し、稼動・操業状況に応じた適切な調
整・設定を実施

• ほとんど投資を行なわない、省エネルギー（CO2削減）

部分更新
・機能付加

• 既存の工程、設備、機器、システムの一部分を対象に
省エネ（CO2削減）効果のあるものに更新もしくは機能
付加

• 時間的、スペース的余裕がない場合
• 比較的少ない投資の省エネルギー（CO2削減）

設備導入

• 大幅な省エネ、CO2削減を行なうために、工程、設備、
機器、システムの導入・更新を実施

• 高効率設備・機器の導入やFEMS、BEMSといった工程
全体を見える化・統設備導入括管理（制御）が有効。

• 見える化は、運用改善、部分更新・機能付加にも効果
• L2-Techリスト（環境省HP）掲載の設備・機器の導入が
望ましい

低
炭
素
化

燃料転換

• 低炭素燃料への燃料転換（A重油や灯油からLNGへの転
換等）

• 排熱等の未利用エネルギーの活用、再生可能エネル
ギーの利用

• 地域冷暖房会社、隣接工場等から冷水、温水、蒸気の
受入等

電力低炭素化
• 低CO2排出係数電力の調達や再生可能エネルギー発電の
導入

• 発電燃料、発電効率などによるCO2排出係数の改善

分類・
整理

あるべき姿・
費用対効果

↓
計画策定・実行

再エネ電気の調達手段

小売電気事業者との契約(再エネ電気メニュー)

自家発電・自家消費

オンサイトPPA・第三者所有モデル

リース

再エネ電力証書等の購入

長期的なエネルギー転換の方針

電化×高効率化の可能性を探る

バイオマスの利用可能性を探る

水素・アンモニアの利用可能性を検討する



温室効果ガス排出量の把握・目標設定

長期的なエネルギー転換の方針の検討

短中期的な省エネ対策の洗い出し

再生可能エネルギー電気の調達手段の検討

削減対策の精査と計画へのとりまとめ

事業戦略・事業計画

成行増分 省エネ化

エネルギー
の低炭素化

電化と排出
原単位改善

再エネ転換・
技術革新と
オフセット

基準年

事業活動に
不可欠な
エネルギー等
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化石燃料
電気 BEV走行（移動）

HEV、ICEV走行（移動）
20～40%

40% 100%

CO2排出量
B/A

（kg-CO2/km）

コスト
C/A

（円/km）
ガソリン車
（IEC） 0.232 18

ハイブリッド車
（HEV） 0.116 9

電気自動車
（BEV） 0.075 5

電気自動車
@沖縄

0.118
（B=0.710） -



■EV転換の目的
• ガソリン代高騰対策（コスト削減）
• CO2排出量削減（カーボンニュートラル）
• 企業イメージ向上（広告宣伝）

■EV関連の政策等
• 導入投資抑制 購入時の各種補助金、税優遇
• CO2排出量削減 電力排出係数改善
• 運用コスト削減 電力料金抑制（？）
• 充電スタンド 標準化、設置数拡大
• 蓄電池性能 バッテリー技術開発大
• 普及施策 非常時活用、バッテリー再利用・リサイクル環境整備、

電力系統への組み込み、高性能モーター技術開発等

■EVの課題（対ガソリン車）
• 車体価格
• 航続距離
• 充電時間
• 充電インフラ整備（社内外）
• 蓄電池メンテナンスコスト
• 競合技術（FCV, H2-ICE, e-Fuel）



0.125 t-CO2/GJ 0.0678 t-CO2/GJ

化石燃料
電気 抵抗加熱、誘導加熱等（電熱ストーブ、IH調理器）

燃焼発熱（ボイラー、ストーブ、バーナー等）～100%

40% ～100%

ヒートポンプ（エアコン、エコキュートなど）100%～



小売電気事業者との契約（再エネ電気メニュー）

• 自家発電・自家消費
• オンサイトPPA・第三者所有モデル
• リース

オフサイトPPA・第三者所有モデル

再エネ電力証書等の購入

火力発電等
電力会社

電力会社

託送料等も





https://www.shindan-net.jp/case/

https://www.shindan-net.jp/case/


経済産業省関連
• （先進的）省エネルギー投資促進支援事業費補助金（環境共創イニシアチブ：https://sii.or.jp）

• 設備単位：照明は対象外、①高効率空調、②産業ヒートポンプ、③業務用給湯器、④高性能ボイラー、⑤高効率コージェネ
レーション、⑥低炭素工業炉、⑦冷凍冷蔵設備、⑧産業用モーター

• 工場・事業所単位：＜省エネ設備＞省エネに寄与する設備・システム、EMS設備・システムとして導入
• 省エネルギー（投資促進）・需要構造転換支援事業費補助金（環境共創イニシアチブ：https://sii.or.jp）

A) 先進事業：中小企業等
B) オーダーメイド型
C) 指定設備導入事業
D) エネマネ事業

• ものづくり補助金：https://portal.monodukuri-hojo.jp/
• グリーン枠：エントリー類型、スタンダード類型、アドバンス類型

• 事業再構築補助金：https://jigyou-saikouchiku.go.jp/
• グリーン成長枠

• 中小企業等に対するエネルギー利用最適化推進事業（省エネルギーセンター：https://www.eccj.or.jp）
• エネルギー利用最適化診断事業・情報提供事業 ※設備購入の補助ではない

■

https://jigyou-saikouchiku.go.jp/


対象 名称 目的 概要 CN 資源 汚染 認証/
開示 備考

経営

自主的開示 GHG排出量（Scope1,2,3）やマテリ
アルフロー等の情報を開示

自主的にGHG排出量（Scope1,2,3）を算定、テリア
ルフローを分析し、HP等で開示 ○ ○ ○ 開示 GHGプロトコルなど

各種ガイドライン

ISO14000 環境経営全般の認証 省エネ、省資源など環境に関わること全般を対象 ○ ○ ○ 認証 エコアクション21

SBT認証 カーボンニュートラルの取組認証 SBTに沿ったGHG排出量ゼロの取組を認証 ○ 認証 中小企業板SBT

TCFD提言 気候変動関連リスク及び機会に関す
る財務情報の開示

シナリオ分析（外的な環境）と内的取組を踏まえて、
「ガバナンス」、「リスクマネジメント」、「戦
略」、「指標と目標」項目で財務情報として開示

○ 開示

CDP
気候変動、水と森林関連の内的取組
の情報開示

取組（内的取組）を質問項目に回答することで開示、
自主回答も可 ○ ○ 開示

RE100 事業を100％再エネ電力で賄う宣言 対象は「影響力のある企業」 ○ 開示 再エネ100宣言 RE 
Action

製品・サー
ビス

LCA
環境影響をライフサイクルステージ
全般にわたり評価 環境に与える影響まで評価 ○ ○ ○ 開示

CFP
ライフサイクルステージにおける
GHG排出量をCO2量に換算し表示 LCA手法、GHG排出量 ○ 開示

エコリーフ ライフサイクルステージ全般にわた
る環境情報を定量的に開示 LCA手法、GHG排出量以外の環境情報も含む ○ ○ ○ 開示 タイプIII(ISO 14025)

環境ラベル
環境ラベル
・マーク

商品やサービスが環境負荷低減に資
する情報の表示

タイプI（第三者認証）、タイプⅡ（自己宣言）、タ
イプⅢ（環境情報表示） ○ ○ ○ 開示/

認証



環境省「SBT（Science Based Targets）について」より

SBTの削減目標設定は下記の経路が基本
• Scope1,2及びScope3（該当する場合）について目標設定の必要がある
• Scope1,2の目標は、セクター共通の水準としては「総量同量」削減とする必要がある
• Scope3の目標は、以下のいずれかを満たす「野心的な」目標を設定する（総量削減か原単位削
減、あるいはサプライヤー/顧客エンゲージメント目標）

• 事業セクターによっては、セクターの特性を踏まえた算定手法も用意されている（SDA）



経営リスク化

2. 排出権取引
3. 賦課金

※賦課金等は（間接的に）企業投資支援の財源化
• GX経済移行債（企業投資支援）の償還財源として賦課金を利用



■国内は議論中（炭素税、排出権取引）
• 自主的なクレジット取引→Jクレジット入札（再エネ、2022/4）：～3,000円/t-CO2

• 技術開発目標等 →DAC（大気からの直接回収）：10,000（2030年）→2,000（2040年）円/t-CO2

• 電気料金 →CO2フリープレミアムから推定：4,500円/t-CO2（0.441kg-CO2/kWh、+2円/kWh）
• 統計的削減コスト →日本：500US$/t-CO2、EU：200US$/t-CO2

⇒価格レンジとして数千円～数万円/t-CO2程度まで、段階的にあげる（価格予見性の確保）

■海外のカーボンプライシングの状況（炭素税・排出権取引とキャップ&トレード制度）
• 欧州連合域内排出量取引制度（EU-ETS）：キャップ&トレード制度、数€～95€（変動大きい！）
• 炭素税：アイルランド 26€/t-CO2 、オランダ 30€/t-CO2 、カナダ 30CAD/t-CO2 、ルクセンブルク 20€/t-CO2等
⇒1€=145円、1CAD=104円（2022/11/24）なので、数千円/t-CO2程度

■炭素国境調整措置
• 各国で検討中であるが導入の可能性は高い
■国内の導入形態
• 岸田首相がハイブリッドで検討と言及→賦課金と排出権取引のハイブリット？
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